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論文の内容の要旨
　本論文の目的は，わが国の企業が海外に進出する際の進出形態（初期の所有構造），すなわち資本の所有
を100％出資にするか，合弁形態にして多数支配にするか，少数支配にするか，あるいは対等の支配にする
かの進出形態の決定とその子会社の業績との関連を研究することにある。
　第1章では研究目的，直接投資の理論の説明，本論文の構成について述べている。
　第2章では，東洋経済新報社による海外進出企業総覧の国別編，企業別編の2000年データ1製造業では
米国617杜，ラテンアメリカ135社，サービス産業では米国991社，ラテンアメリカ129社のデータを利
用して，（1）子会杜の業績と通常の分類での進出形態との関係，および（2）子会社業績と「親会杜問の系
列関係を考慮した分類での進出形態」との関係をノンパラメトリック統計，順序付き多項ロジット分析で分
析している。その結果，どちらの分類での進出形態も業績には関係しないことが発見された。
　また，新しい子会社が設立される地域は，系列によって既に設立された地域の子会社数と正の関係がある
ことが条件付ロジット分析で示されている。
　第3章は，東洋経済海外進出企業総覧1998年と日経会社年鑑1999年により，米国のNewYo吏k／New
Jerseyの製造業・非製造業の日系企業364杜とラテンアメリカ13ケ国308社を対象としている。米国では，
「企業固有の優位性」（親会社の輸出比率，親会社のR＆D比率）が子会杜の業績に対して正の有意な関係
がある。ラテンアメリカでは，「企業固有の優位性」（子会社の従業員数，親会社の輸出比率，親会社の鼠
＆D比率，親会杜の労働生産性の4変数）と「内部化の優位性」（海外派遣杜員数と子会杜の従業員数の比
率）とからなる計5つの独立変数が業績に対して正の有意な関係があるとしている。また，新規投資，買収，
合弁という進出形態は業績と関係がないことも，多項ロジット分析で明らかにされた。
　第4章では，東洋経済海外進出企業総覧国別編，企業別編2000年，日経会杜年鑑，会社総覧2000年のデー
タより，業績を従属変数とし，受け入れ国での子会杜関連の6変数（経験年数，資本金，全従業員数，海外
派遣社員数と子会社の従業員数の比率，売上高，進出形態），親会社関連の10変数（受入国での全従業員数，
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受入国での営業経験，海外子会杜の従業員数，総資産，資本金，全従業員数，労働生産性，輸出比率，R＆
D比率，広告宣伝比率）を独立変数として因子分析をしている。因子1は親会杜の規模変数として，総資産，
資本金，全従業員数からなり，因子2は親会杜の活動変数としての広告宣伝比率，労働生産性，受入国で
の全従業員数からなり，因子3は子会社の規模変数，因子4は経験年数，因子5は輸出比率とR＆D比率
の貿易効果である。因子1から3までが企業固有の優位性で，因子4，5は内部化の優位性であるとしている。
そして，因子分析の適切性も確認している。以上の5因子と完全所有，買収，合弁という進出形態とを独
立変数として，業績を従属変数とする重回帰分析により，米国では子会杜の規模と経験年数が製造業とサー
ビス業で業績に正の有意な関係をもち，ラテンアメリカでは，製造業では親会杜の規模，サービス業では親
会杜の活動変数，子会社の規模，経験年数が業績に対し正の有意な関係があることが示されている。
審査の結果の要旨
　本論文の第五の貢献は，海外の子会杜の業績に対し「従来の分類での子会杜の海外への進出形態」が有
意な関係があるとする既存研究に対して，本論文の著者のデータではその両者の問には関係がないことを示
したのみならず，新しく「親会杜問の系列関係をも考慮した進出形態」を分析に取り込んで業績との関係を
見たが，そこにも有意な関係がないことを示した点にある。つまり，従来の分析よりも厳密に分析した点が
貢献である。さらに，第2の貢献は，その新しい分析を米国とラテンアメリカ諸国の企業について実証し
たことである。この点は，先進国と途上国との違いを見たいという著者独自の問題意識による。
　第3の貢献は，海外の子会社の業績は，O聰（Ow退e蝸hip，L㏄ation　and　Intema1iz就ion）理論でいう
企業固有の優位性と内部化の優位性とに対して正の有意な関係があることをラテンアメリカのデータで実証
している点である。
　ただし，本論文におけるさまざまな仮説設定において，経済学的な理論的裏付けが必ずしも十分とはいえ
ない点があるのは惜しまれるが，これは今後に期待したい。しかしながら，本論文が切り開いた企業系列の
視点と知見は学術的に重要なものであり，高く評価することができる。
　本論文の内容は，海外と国内の査読付学術誌に既に2編掲載され，2つの国際学会の発表論文集に収録さ
れた論文を基にしている。以上の諸点を評価すると，本論文は本学の博士号の水準に十分達しているもので
あると認められる。
　よって，著者は博士（経営学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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